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１．はじめに 

 

 積雪地域では，主に 3～5 月の融雪期に融雪に起因

する土砂災害が多数発生し，大きな被害をもたらし

ている．被害を防止・軽減する方策の一つとして，

こうした融雪土砂災害の発生タイミングを予測し，

適切な警戒・避難につなげることが考えられる．そ

のためには，融雪土砂災害に対する警戒避難基準を

設定する必要があるが，設定手法はまだ確立されて

いないのが現状である． 

現在，降雨による土砂災害を対象として，災害発

生の危険度が高まったときに，対象となる市町村を

特定して警戒を呼びかけるため，土砂災害警戒情報

が発表されている．土砂災害警戒情報は，横軸に土

壌雨量指数，縦軸に 60 分間積算雨量をとってスネー

ク曲線を描き，発表基準線（CL）を超過すると判断

された場合に都道府県と気象庁が共同で発表するも

のである．融雪土砂災害に対する警戒避難基準とし

て，まずは土砂災害警戒情報の発表手順に融雪水の

影響を取り入れることが考えられる．こうした検討

を行った数少ない事例として岩倉ら 1)が挙げられる

が，融雪土砂災害発生時にスネーク曲線が CL を超

過していたかまでは検討されておらず，さらに検証

を積み重ねる必要があると考える． 

そこで本研究では，既往の融雪土砂災害事例を収

集した上で，降雨量に融雪水量を足し合わせた，最

終的に地表面に到達する全水量である「地表面到達

水量」を簡易に推定するモデルを用いて，融雪土砂

災害発生地点における地表面到達水量を推定した．

そして，降雨量の代わりに地表面到達水量を用いて

スネーク曲線を描き，発生時に CL を超過するかの

検討を行ったので報告する． 

 

２．既往の融雪土砂災害事例の収集 

 

融雪により発生した既往の土砂災害事例のうち，

以下の条件をすべて満たすものを収集した． 

①発生地点の周囲に位置する気象庁アメダスが現在

とほぼ同じ水準まで整備された（概ね 1970 年代後

半）以降に発生した． 

②文献調査により，河道閉塞の形成を伴わずに発生

した土石流（泥流となっているものも含む）であ

ったことが確認できる． 

③文献調査により，発生時刻が特定できる． 

④発生地点における土砂災害警戒情報の発表基準線

（CL）が都道府県の web サイトで公開されている

（2019 年 3 月現在）． 

②は，現行の土砂災害警戒情報が土石流および集中

的に発生するがけ崩れを対象としている 2)ことから

設定した（ただし，集中的に発生したがけ崩れの事
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例は確認できなかった）．①～④の条件を満たす事例

として，本研究では図-1，表-1 に示す 4 事例を収集

できた． 

 

３．地表面到達水量の推定 

 

(1) 地表面到達水量推定モデル 

 融雪水量や地表面到達水量を推定するモデルはこ

れまで熱収支法に基づく手法をはじめとして種々提

案されているが，本研究では任意の地点に適用可能

なモデルとして，日本全国で広域的に観測され，デ

ータの入手が容易な気象項目である降水量と気温か

ら推定可能な以下のようなモデルを用いた．このモ

デルは SWE（Snow Water Equivalent）モデル 7)と本質

的に同じであるが，本研究では土砂災害警戒情報へ

の応用を見越して 1 時間単位で計算を行う． 

まず，既往研究 8)を参考に，時刻𝑖𝑖における気温𝑇𝑇�
（℃）が 2℃以上のときの降水を降雨，2℃未満のと

きの降水を降雪と判定し，降水量を降雨量𝑅𝑅�（mm/hr）

と降雪量𝑆𝑆�（mm/hr）に分離する．降雨は積雪層の有

無にかかわらずただちに地表面に到達し，降雪は地

表面に積雪層を形成する．形成された積雪層は気温

に応じて融けるものとし，積算暖度法を時間単位で

用いる degree hour 法に基づき，基準気温𝑇𝑇�（℃）よ

り気温が高い場合に，その気温差に融雪係数𝐾𝐾
（mm/℃/hr）を乗じた水量が融雪するものとし，た

だちに地表面に到達するものとする．すなわち，融

雪水量𝑀𝑀�（mm/hr）は以下のように求められる． 

𝑇𝑇� � 𝑇𝑇�のとき 𝑀𝑀� � 𝐾𝐾�𝑇𝑇� � 𝑇𝑇�� 
(1)𝑇𝑇� � 𝑇𝑇�のとき 𝑀𝑀� � � 

𝑇𝑇�は，既往研究 9)～11)を参考に 0℃とする．地熱によ

る底面融雪や積雪表面からの蒸発は少ないため無視

する． 

以上から，時刻𝑖𝑖における積雪水量𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆�（mm）は

以下のように計算できる． 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆� � 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆��� � 𝑆𝑆� � 𝑀𝑀�         (2) 
また，降雨量に融雪水量を足し合わせた，最終的に

地表面に到達した全ての水量である地表面到達水量
12)𝑀𝑀𝑀𝑀�（mm/hr）は以下のように計算できる． 

𝑀𝑀𝑀𝑀� � 𝑀𝑀� � 𝑅𝑅�               (3) 
以上から，融雪土砂災害発生地点における降水量と

気温を推定し，𝐾𝐾の値を決定できれば， 𝑀𝑀𝑀𝑀を時間単

位で推定することが可能となる． 

 

(2)降水量と気温の推定 

降水量と気温の両方を観測している気象庁アメダ

ス地点のうち，融雪土石流災害発生地点（土石流の

発生区）を内包する最も小さな三角形を構成できる

アメダス 3 地点を選び，発生した冬期を含む 10 月 1

日～翌年 6 月 30 日のアメダス各地点の 1 時間ごと

の降水量と気温の観測データを収集した． 

次に，先述の通り気温 2℃を閾値として降水を降

雨か降雪か判定した上で，降水量計の捕捉率を考慮

した降水量の補正を行った．これは，風により降水

粒子の一部が降水量計にうまく捕捉されず，特に降

雪時には本来の降水量よりも少ない値が記録される

ためである．本研究では，これまで提案されている

式 13)により，各アメダスで観測された風速を用いて

補正を行った． 

表-1 対象とした融雪土石流災害事例． 

事例 No. 地区名 都道府県 発生日時 現象 出典 

1 虫亀 新潟 1980/4/9 4:00 泥流 新潟県監修 3) 

2 清水山 長野 1994/4/14 4:30 土石流 川住ら 4) 

3 蒲原沢 新潟・長野 1996/12/6 10:40 土石流 丸井ら 5) 

4 井出川 長野 2017/5/19 6:00 ＊ 土石流 平松ら 6) 

＊：複数回発生した土石流のうち 1 回目を採用 

図-1 対象とした融雪土石流災害の発生位置（地理院地

図に加筆）． 
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続いて，各アメダス地点と発生地点の標高差を考

慮した補正を行った．気温については減率

0.6℃/100m として，アメダス地点の観測値を発生地

点の値に補正した．降水量については，標高が上が

るにつれ降水量が増加することが知られているため，

既往研究 14)を参考に，発生地点の気温が 2℃以上で

降雨と判断される場合は標高差 100m あたり 6.4％，

2℃未満で降雪と判断される場合は同 10％増加する

として補正した． 

最後に，アメダス 3 地点における上記補正済みの

降水量，気温から，重み付き距離平均法 15)により，

発生地点での降水量，気温を推定した． 

 

(3) 𝐾𝐾の値の決定 

融雪係数𝐾𝐾（mm/℃/hr）は同一地点であっても年に

よって異なることが知られている．そこで本研究で

は，発生時の状況を再現できるよう，文献調査等に

より発生地点またはその周辺の積雪・融雪状況に関

する情報を収集し，それに基づいて𝐾𝐾の値を決定し

た．決定された𝐾𝐾の値とその決定根拠・方法を表-2 に

示す． 

 

４．融雪土砂災害に対する警戒避難基準の検討 

 

(1) 融雪を考慮した土砂災害警戒情報の適用性 

雨量の代わりに𝑀𝑀𝑀𝑀を用いて土壌𝑀𝑀𝑀𝑀指数と 60 分

間積算𝑀𝑀𝑀𝑀を求め，発生時のスネーク曲線が CL を超

過するかを検証した． 

事例 No.1 虫亀のスネーク曲線（発生日時を含む

1993 年 11 月 1 日 0 時～1994 年 6 月 30 日 24 時をす

べてプロット）と虫亀地区が位置するメッシュにお

ける発表基準線（CL）を図-2 に示す．災害発生時の

60 分間積算𝑀𝑀𝑀𝑀は 0.6mm と非常に小さい一方で，土

壌𝑀𝑀𝑀𝑀指数は 95.4mm と比較的大きくなった．これは，

低強度ながら長期間連続する融雪の特性を反映した

ものと言える．ただし，災害発生時でも CL を超過

してはいなかった． 

全 4 事例の災害発生時の 60 分間積算𝑀𝑀𝑀𝑀と土壌

𝑀𝑀𝑀𝑀指数を表-3 に示す．60 分間積算𝑀𝑀𝑀𝑀はやはりいず

れの事例においても 0.8mm 以下と非常に小さかっ

た．すなわち，縦軸の値は大きくなりえないため，

CL を超過するかどうかはほぼ横軸の土壌𝑀𝑀𝑀𝑀指数に

依存する．そこで，横軸と CL の交点の土壌𝑀𝑀𝑀𝑀指数

の値に対する災害発生時の土壌𝑀𝑀𝑀𝑀指数の値の比𝑃𝑃
（％）を求め，表-3 にあわせて示した．𝑃𝑃が 100％を

超えると災害発生を捕捉できており，超えていない

場合でも 100％に近ければ近いほど CL に近接した

状況で発生したと判断される．表-3 から，𝑃𝑃は No.4 

井出川の 49％が最大であり，全 4 事例とも CL 超過

に必要な土壌雨量（𝑀𝑀𝑀𝑀）指数の半分にも満たない結

果となった．すなわち，土砂災害警戒情報の発表ス

キーム上は，斜面に供給された水は災害が発生する

とは判断されない程度の量であったにも関わらず，

災害が発生したことになる． 

表-2 融雪係数𝐾𝐾の値と決定根拠・方法． 

事例 No. 地区名 𝐾𝐾（mm/℃/hr） 決定根拠・方法 

1 虫亀 0.295 発生地点から約 2km 離れた山古志村役場における発生前日（1980/4/8）の積

雪深が約 130cm であった 16)．融雪期にあたるため積雪密度を 0.5g/cm3と仮定

し，この日の 12:00 の積雪水量が約 650mm となるように決定． 

2 清水山 0.120 発生地点から約 1km 離れた気象庁アメダス小谷観測所における 1994/4/14 4:00

の積雪深が 23cm であった．融雪期にあたるため積雪密度 0.5g/cm3と仮定

し，同時刻の積雪水量が約 115mm となるように決定． 

3 蒲原沢 0.475 1997/4/28 の発生地点の積雪深が 120cm であった 17)．融雪期にあたるため積

雪密度を 0.5g/cm3と仮定し，この日の 12:00 の積雪水量が約 600mm となるよ

うに決定． 

4 井出川 0.125 2017/5/22 午前中に撮影された発生地点の簡易オルソ画像 6)にまだら状の残雪

が見られることから，この日に消雪を迎えたと判断し，この日の午前中に積

雪水量が 0mm となるように決定． 
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 本研究で対象とした 4 事例の災害報告等の文献を

精査したところ，これら 4 事例はいずれも大規模な

崩壊または地すべりを発端とし，崩壊土砂あるいは

地すべり移動土塊が谷部に流入して流下することで

土石流化したものであった．表-4 に，発端となった

現象とその土砂量を文献から整理して示す．土砂量

はいずれの事例とも 39,000m3 以上であり，昭和 47

年から平成 19 年に発生したがけ崩れ災害約 17,000

件の崩壊土砂量の平均が約 380m3である 20)ことを踏

まえると，いずれも規模の大きい崩壊または地すべ

りであったことが分かる．本研究では発生時刻が不

明等の理由で解析対象外となった 1978 年新潟県妙

高高原白田切川土石流災害 21)や 1992 年長野県姫川

支川浦川土石流災害 22)，1997 年秋田県八幡平土石流

災害 23)も融雪に起因した土石流であるが，これらも

やはり大規模な崩壊や地すべりが発端となって発生

している．こうした大規模な崩壊や地すべりは，現

行の土砂災害警戒情報が用いている 60 分間積算𝑀𝑀𝑀𝑀
や土壌𝑀𝑀𝑀𝑀指数よりもさらに長期の𝑀𝑀𝑀𝑀の影響を受

けて地盤深部の間隙水圧が上昇することで発生して

表-4 対象とした融雪土石流災害の発端となった土砂移動現象． 

事例 No. 地区名 都道府県 発生日時 発端となった土砂移動現象 出典 

現象 土砂量（m3） 

1 虫亀 新潟 1980/4/9 4:00 地すべり 200,000 藤田ら 16) 

2 清水山 長野 1994/4/14 4:30 地すべり 460,000 木村ら 18) 

3 蒲原沢 新潟・長野 1996/12/6 10:40 崩壊  39,000 丸井ら 17) 

4 井出川 長野 2017/5/19 6:00 ＊ 崩壊 147,000 矢島ら 19) 

 

 

図-2 虫亀における融雪土砂災害発生冬期のスネーク曲線と発表基準線（CL） 
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表-3 融雪を考慮した土砂災害警戒情報の適用結果 

事例 No. 地区名 都道府県 発生日時 災害発生時の値 

土壌𝑀𝑀𝑀𝑀指数

（mm） 

60 分間積算𝑀𝑀𝑀𝑀
（mm） 

𝑃𝑃 

（％） 

1 虫亀 新潟 1980/4/9 4:00 95.4 0.6 34 

2 清水山 長野 1994/4/14 4:30 69.3 0.3 24 

3 蒲原沢 新潟・長野 1996/12/6 10:40 66.3 0.0 28 

4 井出川 長野 2017/5/19 6:00 94.3 0.8 49 
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いるものと考えられ，現行の土砂災害警戒情報が対

象としていない現象 2)であるため，土壌𝑀𝑀𝑀𝑀指数，60

分間積算𝑀𝑀𝑀𝑀といった指標や，現在設定されている

CL がこうした現象には適しておらず，本研究の解析

において災害発生時でも CL を超過しないという結

果につながったものと考えられる． 

 

(2) 新たな警戒避難基準の検討 

前節の検討から，融雪土石流災害に対する融雪を

考慮した土砂災害警戒情報の適用は困難であること

が分かった．そこで代わりとなる警戒避難基準につ

いて検討を加える．前述の通り，融雪土石流発生時

に短期降雨（𝑀𝑀𝑀𝑀）指標は大きくなりえないため，発

生するかどうかはほぼ長期降雨（𝑀𝑀𝑀𝑀）指標に依存し

ていると考えられる．そこで，長期の降雨（𝑀𝑀𝑀𝑀）の

影響を表す指標として，半減期の長い実効雨量を考

える．現行の土砂災害警戒情報で長期降雨指標とし

て用いられている土壌雨量指数は，半減期 1.5 時間

の実効雨量と半減期 72 時間の実効雨量の和とピー

クの位置や減水特性が類似する 24)ため，さらに長い

半減期を検討する．本研究では，実効雨量の計算式

において雨量の代わりに𝑀𝑀𝑀𝑀を用い，半減期をさまざ

まに変化させながら発生冬期における実効𝑀𝑀𝑀𝑀の経

時変化と発生時の関係を検証した．その結果，半減

期 240 時間（10 日）が最適と判断した．発生した冬

期を含む 11 月 1 日 0 時～翌年 6 月 30 日 24 時にお

ける各発生地点の実効𝑀𝑀𝑀𝑀（半減期 240 時間）の経時

変化を図-3 に示す．実効𝑀𝑀𝑀𝑀が事例 No.1 虫亀では

280mm を，事例 No.2 清水山では 200mm を，事例

No.4 井出川では 470mm を，それぞれ当該冬期の中

で初めて超過するタイミングで発生していることが

分かる．本研究では解析事例数が少なく，また発生

冬期のみの検討であるため，さらなる検証が必要で

はあるものの，半減期の長い実効𝑀𝑀𝑀𝑀のように長期の

𝑀𝑀𝑀𝑀の影響を表す指標を用い，地域ごとに適切な閾値

を設定すれば，警戒避難基準として活用できる可能

性があると考えられる． 

なお，事例 No.3 蒲原沢については，発生時の実

効𝑀𝑀𝑀𝑀は約 300mm であったが，約 1 週間前にも

300mm を超過していた期間があり，実効𝑀𝑀𝑀𝑀で発生

タイミングを説明するのは困難であった．これは，

本研究では災害発生日（1996 年 12 月 6 日）から約

4 か月半後の 1997 年 4 月 28 日の積雪深を根拠に𝐾𝐾
を決定した（表-2）ため，災害発生日ごろの𝑀𝑀𝑀𝑀の推

定精度が低い可能性があることや，蒲原沢の土石流

災害発生当時，標高の高いところで気温の逆転現象

が発生していた可能性が指摘されており 25)，本研究

で用いた𝑀𝑀𝑀𝑀推定モデルがそれを反映できていない

ことが原因と考えられる．さらに精度よく𝑀𝑀𝑀𝑀を推定

する手法についても今後検討を加える必要がある． 

 

５．まとめ 

 

 本研究では，既往の融雪土石流災害事例を対象に

警戒避難基準について検討した．土壌雨量指数と 60

分間積算雨量を融雪水量込み（地表面到達水量𝑀𝑀𝑀𝑀）
で計算した場合の土砂災害警戒情報は，融雪土石流

災害に対する警戒避難基準として適切ではないこと

が分かった．これは，融雪に起因する土石流は大規

模な崩壊や地すべりが土石流化して発生したものが

多く，現行の土砂災害警戒情報が用いている短期・

長期降雨（𝑀𝑀𝑀𝑀）指標や CL がこうした現象に適して

いないためと考えられた．代わりに，半減期の長い

実効雨量（𝑀𝑀𝑀𝑀）など，長期の𝑀𝑀𝑀𝑀の影響を表す指標

がこうした融雪土石流災害に対する警戒避難基準と

して活用できる可能性が示唆された．今後はさらに

事例を収集して検討を加えることにより，融雪土砂

災害に対する警戒避難基準の設定手法を確立してい

図-3 発生地点の実効𝑀𝑀𝑀𝑀（半減期 240 時間）の経時変化 
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く必要がある． 
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